
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成 31年度 事 業 報 告 書
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塵全

1 事業の成果
まずは、コロナ禍の中、テレワークを基本としているため、事務処理が追いつかず、決算報告が大幅

に遅れましたことをお詫び申し上げます。

コロナ禍において、研修を WEB中心に切り替えたりしましたが、受講者はいつものようには集まり
ませんでした。経営は厳しいですが、こんな時こそ子どもたちの安心と安全を最優先にできるよう引き

続き努力をしてまいります。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【40,379】 千円)

(2)その他の事業

今年度はその他の事業を実施していません。

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

チャイル ドマ
インダー育成
のための指導
事業

学校法人・教育機関ヘ

響贅
1育パッケージの 通期 事務局 0 人 専門学校生 25人 7,029

チャイル ドマ
インダーの質
の管理と向上
を図る事業

チャイルマインダー
総合補償制度 通期 事務局 0 人

チャイルト'マインタ
・

―活動会員
200人 4,534

チャイル ドマ
インダーの検
定事業

英国チャイル ドマイ
ンダー検定試験の主
催・合格証発行

毎月 各地 0 人

英国チャイルドマ

イングー養成講

座修了者

170人 8,780

子どもに関わ
るすべての人
への研修事業

自治体・NPO法 人 :
民間事業者からの委
託による家庭的保育
の専門研修実施他

通期 各地 5人
家庭的保育

者
50人 9,430

チャ
育
通
ク
・

提

イルト'マインタ
。―

成のための
信教育フ

°
ロ

ラム開発及び
供事業

英国チャイル ドマイ
ンダー養成講座の提
供

通期 事務局 0 人

英国チャイルドマ

インダー養成講

座受講者

100人 10,037

チャイルト
・
マインタ・―

及び利用者か
らの相談事業

安心安全保育のため
の巡回指導・相談 通期 事務局 Э 人

チャイルト
｀
マインタ
・

―活動会員
20人 569



書式第 13号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本升イルドマインダー協会
平成 31年度 活動計算書 (その他事業が△塾場合)

682 500

チャイルドマインダー育成のための指導事業収益
チャイルドマイングーの質の管理と向上を図る事業収益
チャイルドマインダーの検定事業収益
子どもに関わるすべての人への研修事業収益
チャイルドマインダー育成のための通信教育フ

°
ログラム開発及び提供事業収益

2.201,040
1.419,850
2, 749.500

2.877.060
3. 142,800

5

チ ル 'マ 談 7

3,748,505
11

の の

受取利息

A

嗜 18,999,335
B
1

の

売上原価
業務委託費
外注費
印刷製本費
消耗品費
地代家賃
賃借料
支払保険料
修繕費
租税公課
旅費交通費
通信運搬費
支払手数料
会議費
報酬手当
支払利息
為替差損

0

35, 137.593

241,760
147.376
41,408
1.229,817
869.960
1.24 577
779

233

494
468
055
592

745

910
726
779

2 そ
業務委託費
印刷製本費
消耗品費
地代家賃
賃借料
支払保険料
修繕費
租税公課
旅費交通費
通信運搬費
支払手数料
会議費
報酬手当
支払利息
為替差損

5,776.647
24.229
6.808
202.183
143.022
205,103
621

367
12,576
97.402
4,777
755

102.215
11,658
3,078
7

∠ヽ 27,978.575

D

・・ 。②当 期 C D

70,001
+

民 及
△正

+

収 益

饉〕 」

△ 2弓l l 当 I  IE  躍 E 壻l 潟

■ | 摯 キ11 1 i(3)― α △  51



書式第 15号 (法第 28条関係)

平成 31年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本升イルドマインダー協会

,073,365

745

5,354,800

7

2

2

の の

(1

(2 形

形

保証金
(3)

現金預金

未収金

棚卸資産
未収還付税金
仮払金

432,735
30,000
220,696
2.348,934
41,000

000

250

1

86,744

建物付属設備
什器備品

電話加入権
ソフトウェア

【A】 資 産 合 計 ①+② 11,050,160

長期借入金 6,394,000

，

』

十

1,4

買掛金
短期借入金
未払費用
仮受金
預り金
保険料預り金

55,100,201
5,820,000
241,2881

82,800
128,951

56.4001

△正目

△ 04

B-2

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】【B】 11,050,i60

:計



書式第 16号 (法 28

平成 31年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本チャイルドマインタ
・―協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)
によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は最終仕入原価法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法
建物付属設備及び什器備品の減価償却は定率法によっています。

(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 日

チャイルト'マインタ
°一

育成のための

指導事業

チャイルト
・
マインタ'―

の質の管理と
向上を図る事
業

チャイルト'マインタ
・―

の検定事業

子どもに関わ
るすべての人
への研修事業

チャイルト
・
マインタ'―

育成のための
通信教育プログ
ラム開発及び提
供事業

チャイルト'マインタ'―

及び利用者か
らの相談事業

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
人件費計
(2)その他経費
業務委託費

外注費

印刷製本費
消耗品費
地代家賃
賃借料

支払保険料

修繕費

租税公課

旅費交通費
通信運搬費

支払手数料
会議費
報酬手当

支払利息

為替差損
雑費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

2,201,040

656.460

1,419,850

423.470
2,749,500

820,038

2,877,060
858,083

3, 142

937

800

342

178,080

53, 112

2, 857,500 1,843,320 3,569,538 3,735,143 4,080, 142 231,192

6 153, 502

0

,809

,251

,372
,352

,483
661

391

25

7

215

152

218

13,396

103,756

5,088
804

108,883

12.418

3, 279

7,666

3,969,509

0

16, 649

4,677
138,932

98,279
140,939

426

252

8,641

66,931

3,282

518

70,238
8,010
2,115
4,945

7 686 845

0

240

058

039

316

925

826

488

734

610

356

004

015
512

096

577

32,

9,

269,

190,

272,

16,

129,

6,

1,

136,

15,

4,

9,

8,043,468

241,760
33,736

9,478
281.521

199, 145

285.587

865

511

17,510

135,623

6,651

1,051

142,325
16, 232

4,286
10.021

8,786, 404

0

852

354

524

539

965

944

558

127

150

265

148

36,

10,

307,

217,

311,

19,

148,

7,

1,

155,471
17,731

4,682
10,947

497,865

0

2,090

590

17,429

12, 329

17, 678

57

33

1,086

8.398
413

67

8,813
1,007

268

623

7,029,111 4,534,343 8,780,641 9,429,770 10,036,661 568, 746

7,029,111 4.534, 343 4 9 429 770 10 036 661 568, 746

△ 4,171,611 △ 2.691,023 △ 5,211,103 △ 5,694,627 △ 5,956,519 △ 337.554



科 目 事業部門計 管理部門 ノヽ =上
に1口 l

I 経常収益
1 受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
人件費計
(2)その他経費
業務委託費
外注費

印刷製本費
消耗品費
地代家賃

賃借料
支払保険料
修繕費
租税公課

旅費交通費
通信運搬費
支払手数料
会議費
報酬手当

支払利息

為替差損
雑費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

0

0

0

330

505

12,568

3,748

2,682,500

0

2 682 500

0

0

330

505

12,568,

3,748,

16,316,835 2,682. 500 18,999,335

35,137.593
241, 760

147,376

41,408
1,229,817

869,960
1,247,577

3,779

2,233

76,494

592,468
29,055

4,592

621,745
70,910

18,726

43,779

5,776, 647

24,

6,

202,

143,

205,

229

808

183

022

103

621

367

576

402

777

755

215

658

078

197

12,

97,

4,

102,

11,

3,

7.

40,914,240

241,760
171,605

48,216

1,432,000
1,012, 982

1,452.680
4,400

2, 600

89,070
689, 870

33,832

5, 347

723,960

82, 568

21, 804

50.976

40, 379,272

40,379,272

△ 24,062,437

6.598,638
6.598,638

△ 3,916,138

46 977 9 1 0
4 9 910

△ 2 ,978, 575

3.固 定資産の増減内訳
(単位 :円 )

4.借 入金の増減内訳

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費については、売上比率に基づき按分しています。

ｒ
０

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

建物付属設備

什器備品

無形固定資産

電話加入権

ソフトウェア

投資その他の資産

保証金

保険積立金

合計

455,224

774,900

82,000

0

5,000,000

2,279, 390

2,503, 250

354, 800

2,279,3 9 0

455,224

774,900

82,000

2, 503,250

5, 354,800

0

△ 455,223

△ 738,156 36,

1

744

82,000

2.503,250

5,354,800

0

8,591,514 2,858,050 2.279、 390 9.170. 174 △ 1,193.379 7,976,795

当期借入 当期返済 期末残高科 目 期首残高

4,546, 180

3.614.000

0,000

4,000

9,016,000

ll.358、 180 9.016,000 8. 160, 180 12,214,000

短期借入金

長期借入金

合計



書式第 17号 (法第 28条関係〉

平成 31年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本チャイルドマインダー協会

棚卸資産                           ~~~
子どもに関わるすべての人への研修事業テキスト
チャイルドマインダー育成のための通信教育プログラム開発及び提供事業テキストがイド

3,073,365
432,735

30,000

220,696
30 000

3 168

2,348,934
2,348,934

41,000仮払金

現金預金
手元現金
三菱UFJ銀 行普通預金
りそな銀行普通預金
ゆうちょ銀行通常貯金
未収豊△費未収錠

283

413

000

000

282,749
134,978

11,840

未収還付税金
消費税還付金

家庭的保育施設の運営事業保育士奨学金
諸経費過払金

36,745

36,744
36,742郵便料金計器

建物付属設備
主たる事業所家賃移転に伴う工事

形固

そ の

什器備品

電話加入権
主たる事務所使用分
ソフトウェア

へ の

2 55,

の 2 50^ミに

5,354,800
5,354,800

(3 )投 その他の

250,000

保証
::]冒雷『言言優肇]

5,000,0001

104,800.

【A】 資 産 合 計 ①+② 11,050,16

56,400保険料預 り金

6.394,000長期借入金

6

4,

4金

82 800

128 951

241 288

55 201

5 820 000

-1
1

56 400

源泉所得税

55, 100,201

241,288

5,820,000

82,800

128,951

未払金

事業諸経費
短期借入金

諸経費

仮受金

過入金

預り金

未払費用

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 67,823,640

【B-2】 正 【A】 ― 【B-1】 △ 56,773,480味 財 産 合 計

1

】 角 倍 の 部



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成 31年度年間役員名簿 J冦諄攪虐鼎協議騒|:盤篤誦慇鉗硯胡所並

_生塵L宣五壁i塾塗△」ヨ杢二主」笙」21塗生金埜生
=」
壼全_

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏   名
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 監事

シラクラ  フサコ

白倉 房子

平成31年 4月 1日

令和2年 3月 31日

年 月

月

日

日年

2 監事

マキウチ  ミエコ

牧内 美恵子

平成31年 4月 1日

平成30年 12月 25日

年  月  日

年  月  日

3 監事

ヒラモト  テルマ

平本 照磨

平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

4 理事

シト・リ  カツヒサ

志鳥 勝久

平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月

月

日

日年

5 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年   月   日

年 月 日

6 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年  月  日

年 月

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

9 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

理事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_二」匡L量生と上ヱ∠:ン生」」璧主__

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
畠中 宗―

2
竹原 敬

3
白倉 房子

4 馬場 博規

5
加藤 圭子

6
坂井 紀代子

7 西川 友子

8 志鳥 勝久

9
坂田 知巳

10
鷹野 泉

11

12


